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＜原子力防災対策（災害発生時の対応）＞
　原子力施設からの放射線や放射性
物質の影響が周辺地域に及ぶか、及
ぶおそれのある場合、国、自治体、
事業者やその他関連機関の連携のも
とに、防災無線、テレビ、ラジオな
どの手段を使って必要な情報を地域
住民に伝えます。また、原子力施設
の状態等が、国で定められた指標を
超えたときは、防護対策として退避
または避難等の指示が国や自治体か
ら出されます。（図17）

オフサイトセンター：
オフサイトセンターは、原子力緊急事態
が発生した場合に、現地において、国の
原子力災害対策本部や都道府県および市
町村の災害対策本部などが、原子力災害
合同対策協議会を組織し、情報を共有し
ながら、連携のとれた応急対策を講じて
いくための拠点となるものであり、その
機能は極めて重要です。

引用：原子力防災対策の取り組み
平成20年12月文部科学省

引用：原子力防災対策の取り組み
平成20年12月文部科学省　一部改

【図16】　平常時の取組

【図17】　原子力災害発生時の対応

①地域防災計画の作成
②放射線の監視
③原子力防災体制の構築・維持
④原子力防災訓練の実施

①放射線の監視
②原子力防災体制の維持
③原子力防災訓練の実施

①�原子力防災専門官による、原子力事業者の指導・助言等
②�オフサイトセンターの指定
③原子力防災訓練の実施
④�地方公共団体、警察、消防職員等を対象とした原子力防
災研修
⑤原子力防災に関する普及啓発
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＜原子力災害における防護の基本＞
　万が一、原子力災害が起こり、原子力施設周辺に放射性物質の異常な放出が起こった場合、外
部の放射線から身体を守るとともに、放射性物質との接触や吸引を避けることが重要です。
　外部の放射線から身体を守る基本は「距離」「時間」「遮へい」です。例えば、放射線の量は放
射線源からの距離の２乗に反比例するため、離れれば離れるほど影響は著しく弱まります。ま
た、屋内退避するだけでも放射線をさえぎることが可能であり、特にコンクリートの建物はその
効果が大きいものとなっています。
　放射性物質を体内に取り込む恐れのある場合は、放射性物質を「吸わない」「飲まない」「食べ
ない」ように努める必要があります。また放射性物質を室内に持ち込まないよう、外出から戻っ
たら手・顔・髪などを洗ったり、服を着替えたりして、放射性物質が体に触れないよう工夫する
ことも有効です。
　以上の防護の基本に基づき、原子力災害発生時には、屋内退避、コンクリート屋内退避、避難
および食物摂取制限などの防護対策がとられます。

（５）県内の原子力施設
　青森県には、六ヶ所村に原子燃料サイクル施設が、東通村に東通原子力発電所が立地しているほ
か、むつ市にリサイクル燃料備蓄センターが、大間町に原子力発電所が建設中です。
　こうした施設では、原子力災害に備えて「原子力事業者防災業務計画」を作成し、防災体制をと
ることが義務づけられています。

　◎施設の概要（平成25年８月末現在）
■原子燃料サイクル施設

施設名 位　置 敷地面積 規　　模 着　工 操業開始

ウラン濃縮工場

青森県上北郡
六ヶ所村尾駮

約360万
平方メートル
（専用道路等を含む）

150トンSWU*1／年で操業開始
（最終的には1,500トンSWU／年） 昭和63年10月 平成�４年３月

低レベル放射性
廃 棄 物 埋 設
セ ン タ ー

約20万平方メートル（200㍑ド
ラム缶約100万本相当）
（最終的には約60万立方メート
ル（同約300万本相当））

平成�２年11月 平成�４年12月

高レベル放射性
廃棄物貯蔵管理
セ ン タ ー

約380万
平方メートル

返還廃棄物貯蔵容量ガラス固
化体2,880本 平成�４年５月 平成�７年４月

再 処 理 工 場
最大処理能力800トン･ウラン／年
使用済燃料貯蔵容量3,000トン
･ウラン

平成�５年４月 平成25年10月

ＭＯＸ燃料工場 最大加工能力130トンHM*2／年 平成22年10月頃 平成28年３月頃

*1：SWUとは、ウランを濃縮する際に必要となる仕事量を示す単位　　　 　
*2：トンHMとは、MOX中のプルトニウムとウランの金属成分の重量を示す値
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■原子力発電所
発電所名 位　置 敷地面積 電気出力 着工 運転開始

東 北 電 力 ㈱
東 通 原 子 力
発 電 所

青森県下北郡
東通村

約380万
平方メートル

１号機：110万KW
（沸騰水型軽水炉／低濃縮ウラ
ン燃料）

平成10年12月 平成17年12月

２号機：138.5万KW
（改良型沸騰水型軽水炉／低
濃縮ウラン燃料）

未　定 未　定

東 京 電 力 ㈱
東 通 原 子 力
発 電 所

青森県下北郡
東通村

約460万
平方メートル

１号機：138.5万KW
（改良型沸騰水型軽水炉／低
濃縮ウラン燃料）

平成23年１月 未　定

２号機：138.5万KW
（改良型沸騰水型軽水炉／低濃
縮ウラン燃料）

未　定 未　定

電 源 開 発 ㈱
大間原子力発電所

青森県下北郡
大間町

約130万
平方メートル

138.5万KW
（改良型沸騰水型軽水炉／ウラ
ン・プルトニウム混合酸化物燃
料、低濃縮ウラン燃料）

平成20年５月 未　定

■中間貯蔵施設
施設名 位　置 敷地面積 規　　模 着　工 運転開始

リサイクル燃料
備 蓄 セ ン タ ー

青森県むつ市
大字関根 約26万平方メートル 約3,000トン

（照射前金属ウラン量） 平成22年８月 平成25年10月

おいらせ町

原子燃料
サイクル施設

平川市

東通
原子力発電所

大間原子力発電所建設地 リサイクル燃料
備蓄センター
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